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官民連携による全国初の道路用地を活用したメガソーラー発電事業を 

有明海沿岸道路（佐賀市久保田町）において実施 
 

株式会社オリエンタルコンサルタンツ、株式会社大東設備が組織するオリエンタルコンサルタンツ大東設備

連合体（代表者株式会社オリエンタルコンサルタンツ）は、佐賀県より道路占用許可を受け、有明海沿岸道路

の盛土法面を活用した太陽光発電事業に着手することとなりました。 

本事業は、太陽光王国「佐賀」の実現を目標に掲げる佐賀県より、有明海沿岸道路の南側法面を借受け、太

陽光発電事業を最長20年間にわたって実施するものです。 

 

【有明海沿岸道路太陽光パネル設置運営事業の概要】 

佐賀県が管理する自動車専用道路である有明海沿岸道路の南側法面を占用し、メガソーラー発電事業を最長

20年間実施いたします。また、事業期間にわたり、太陽光パネルを設置する近辺の道路および道路付属物を無

償で点検するとともに除草・法面保護等を継続的に実施し、道路管理者である佐賀県へ報告します。 

この太陽光発電システムは、大規模災害発生時に独立電源として稼働する機能を備えており、地域住民の皆

様が非常時の電源として活用いただけます。 

また、本事業は、官民連携による全国初の道路用地を活用した太陽光発電事業となります。 

なお、オリエンタルコンサルタンツ大東設備連合体では、本事業と併せて地域の方々が太陽光発電事業をよ

り身近に感じられるように、啓蒙活動を行うことも予定しております。 

 

【三者による記者発表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（左）西畑大東設備社長、（中央）西村佐賀県交通政策部長、（右）野崎社長 

＜本資料に関するお問い合わせ先＞  

株式会社オリエンタルコンサルタンツ 

TEL: 03-6311-7551 FAX: 03-6311-8011 

URL： http://www.oriconsul.com/ 

統括本部  三百田、伊藤 
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道路占用許可を受け、有明海沿岸道路の盛土法面を活用した太陽光発電事業に着手する
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※画像はイメージであり、実際とは異なります。
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■ 対象区間  

■本事業のPo i n t

延長２kmで約１MWの太陽光発電システムの設置、運営、撤去までを実施。
約１MWの太陽光発電システム
Poin t  1

太陽光パネル設置区間の法面性状などの点検や草木の伐採などの維持管理を実施。
設置区間周辺の道路点検・維持管理を実施
Poin t  2

大規模災害発生時に独立電源として地域の方々が活用することが可能。
大規模災害時には非常用電源として活用
Poin t  3

道路用地を活用したメガソーラー発電事業としては全国初の取り組み。
官民連携による道路用地活用の先進的事例
Poin t  4
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